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平
成
２８
年
度
当
初
予
算
は
黒
潮
町
当

初
予
算
編
成
基
本
方
針
お
よ
び
第
１
次

黒
潮
町
総
合
振
興
計
画
に
基
づ
き
、「
防

災
対
策
の
充
実（
南
海
地
震
へ
の
備
え
）」

「
高
齢
者
福
祉
施
策
の
充
実
」「
産
業
振

興
に
よ
る
雇
用
の
創
出
」「
生
き
る
力

を
は
ぐ
く
む
教
育
の
充
実
」「
社
会
資

本
整
備
の
促
進
」「
地
域
支
援
施
策
の

充
実
」
の
６
点
を
重
点
項
目
と
し
、
住

民
ニ
ー
ズ
に
き
め
細
か
く
対
応
し
て
い

く
た
め
の
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　
黒
潮
町
の
平
成
２８
年
度
一
般
会
計
当

初
予
算
は
、
前
年
度
比
１２
・
６
％（
１３

億
５
０
０
０
万
円
）増
の
１
２
０
億
９

５
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
１１
個
の
特
別
会
計
を
加
え
て

重
複
分
を
除
い
た
純
合
計
は
１
６
１
億

１
０
８
３
万
８
千
円
で
８
・
１
％（
１２

億
１
７
２
万
７
千
円
）の
増
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
一
般
会
計
の
増
額
は
、
庁
舎
移
転
事

業
や
佐
賀
保
育
所
移
転
事
業
な
ど
の
大

規
模
予
算
を
計
上
し
た
こ
と
で
、
普
通

建
設
事
業
費
が
増
加
し
た
こ
と
が
主
な

要
因
で
す
。

　
ま
た
、
平
成
２８
年
度
は
１
月
に
公
表

し
た
「
黒
潮
町
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
総
合
戦
略
」
を
具
体
化
し
、
政
策

を
つ
く
り
あ
げ
て
い
く
年
と
な
り
ま
す
。

　
人
口
減
少
社
会
の
到
来
に
よ
り
、
本

町
の
持
続
可
能
な
発
展
を
ど
の
よ
う
に

行
政
施
策
の
中
で
作
り
出
し
て
い
く
の

か
、
住
民
、
議
会
、
行
政
が
一
体
と
な

り
、
議
論
を
深
め
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
限
ら
れ
た
財
源
を
有
効
活
用
し
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
と
住
民
福

祉
の
増
大
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
町
税
７
億
９
７
７
１
万
５

千
円（
前
年
度
比
３
・
２
％
増
）な
ど
自

主
財
源
が
２０
億
８
３
６
６
万
１
千
円（
構

成
比
１７
・
２
％
）、
地
方
交
付
税
３９
億

円（
前
年
度
比
２
・
５
％
減
）な
ど
依
存

財
源
は
、
１
０
０
億
１
１
３
３
万
９
千

円（
構
成
比
８２
・
８
％
）を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

　
町
債
は
３７
億
１
２
８
０
万
円（
前
年

度
比
４２
・
０
％
増
）で
、
臨
時
財
政
対

策
債（
赤
字
地
方
債
）２
億
２
４
０
０
万

円
、
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
２６
億
３

８
１
０
万
円
、
旧
合
併
特
例
事
業
債
４

億
６
７
１
０
万
円
、
過
疎
対
策
事
業
債

３
億
６
５
５
０
万
円
な
ど
と
な
っ
て
お

り
、
平
成
２８
年
度
末
の
起
債
残
高
は
１

５
５
億
４
９
６
９
万
５
千
円
と
な
る
見

込
み
で
す
。

　
繰
入
金
は
普
通
建
設
事
業
の
財
源
と

し
て
、「
施
設
等
整
備
基
金
」
６
０
０
０

万
円
、
小
中
学
生
医
療
費
助
成
事
業
の

財
源
と
し
て
、「
過
疎
地
域
自
立
促
進

事
業
基
金
」
８
０
０
万
円
の
ほ
か
、
財

源
不
足
を
補
う
た
め
の
「
財
政
調
整
基

金
」
３
億
７
３
７
４
万
８
千
円
な
ど
、

５
億
９
１
２
８
万
円（
前
年
度
比
１１
・

２
％
増
）を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　　
歳
出
は
、
目
的
別
で
は
予
算
額
の
多

い
順
に
総
務
費
３７
億
１
３
２
万
９
千
円

（
前
年
度
比
４７
・
６
％
増
）、
民
生
費
２６

億
１
５
０
７
万
２
千
円（
前
年
度
比
２２

・
８
％
増
）、
土
木
費
１３
億
３
８
４
３

万
円（
前
年
度
比
５
・
５
％
減
）で
、
上

位
３
部
門
の
み
で
全
体
の
６３
・
３
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
性
質
別
で
は
、
義
務
的
経
費
が
人
件

費
１４
億
７
５
５
０
万
２
千
円（
前
年
度

比
３
・
９
％
減
）、
公
債
費
１２
億
８
８

１
５
万
９
千
円（
前
年
度
比
３
・
０
％

増
）、
扶
助
費
６
億
３
９
５
万
７
千
円

（
前
年
度
比
０
・
５
％
増
）な
ど
３３
億
６

７
６
１
万
５
千
円（
構
成
比
２７
・
８
％
）

を
計
画
し
、
投
資
的
経
費
は
普
通
建
設

事
業
４３
億
３
３
６
３
万
９
千
円（
前
年

黒潮町の一般会計当初予算は
120億9,500万円です。
黒潮町の一般会計当初予算は
120億9,500万円です。
黒潮町の一般会計当初予算は
120億9,500万円です。

― 前年度比12.6％（13億5,000万円）の増額となりました ―

2016（平成28）年度

一
般
会
計
の
概
要

歳
　
入

歳
　
出

※平成26年度当初予算は、政策的経費を基本的に含まない「骨格予算」でしたので、平成26年度6月議会提案
後（肉付け予算後）と比較しています。

平成28年度当初予算
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平成28年度当初予算

度
比
３１
・
０
％
増
）な
ど
４３
億
９
８
４

３
万
２
千
円（
構
成
比
３６
・
４
％
）を
予

算
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行

う
場
合
に
そ
の
経
費
を
明
確
に
す
る
た

め
に
一
般
会
計
と
区
分
し
て
設
け
ら
れ

た
会
計
で
す
。

　
黒
潮
町
で
は
、
一
般
会
計
と
重
複
す

る
給
与
等
集
中
処
理
特
別
会
計
を
除
い

て
１１
個
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

特
別
会
計

住 宅 新 築 資 金 518万3千円

宮 川 奨 学 資 金 1,938万5千円

情 報 セ ン タ ー 2億7,726万5千円

国 民 健 康 保 険 23億2,350万1千円

介 護 保 険 16億5,745万2千円

介 護 サ ー ビ ス 1,540万1千円

農 業 集 落 排 水 3,749万7千円

漁 業 集 落 排 水 544万5千円

後 期 高 齢 者 医 療 1億8,871万3千円

水 道 事 業 2億6,012万7千円

国 民 健 康 保 険 直 診 8,333万8千円

土佐くろしお鉄道基金負担金� 2,465万3千円

携帯電話等エリア整備事業� 3,719万円

地籍調査事業� 7,581万円

移住者支援事業� 3,264万1千円

障害者自立支援給付費� 2億7,200万円

その他の主な事業

小中学児童医療費助成事業� 1,703万7千円

臨時福祉給付金事業� 2,967万円

国民健康保険の赤字補てん（繰出金）� 6,000万円

有害鳥獣被害防止対策事業� 2,809万3千円

黒潮町史編纂事業� 1,347万6千円

◆ 産業振興による雇用の創出
　スポーツ活用型地域づくり事業委託� 2,826万円

　缶詰製作所機能強化事業委託� 1,441万6千円

　ハウス整備／園芸用ハウス整備事業� 5,591万円

　新規就農研修支援事業� 612万5千円

　青年就農給付金「経営開始型」� 1,575万円

　燃料タンク対策事業補助金� 1,299万6千円

　佐賀漁港活餌事業補助金� 1,861万6千円

　リマ周辺漁業対策事業補助金� 5,712万4千円

　定置網漁業継承者等支援事業補助金� 4,500万円

◆ 防災対策の充実
　庁舎移転事業� 19億6,219万7千円

　佐賀保育所移転事業� 4億2,332万4千円

　新庁舎周辺防災広場整備� 2億6,134万9千円

　新庁舎用地調整池整備� 1億2,338万1千円

　木造住宅耐震診断改修事業� 1億3,734万1千円

　避難道整備事業� 2億2,840万円

　小学校非構造部材耐震事業� 2,380万円

　佐賀地区漁業集落環境整備事業� 5,980万6千円

　避難所運営マニュアル作成委託費� 2,100万円

◆ 生きる力をはぐくむ教育の充実
　放課後学習支援員事業� 1,209万2千円

　学校支援員配置事業� 549万2千円

　特色ある教育事業� 300万7千円

　防災教育推進事業� 712万2千円

◆ 社会資本整備の促進　
　町道整備事業� 4億8,783万円

　道路整備県工事負担金� 1,745万円

　地域整備事業� 3,100万円

　高規格道路整備事業� 2,088万3千円

◆ 地域支援施策の充実
　集落活動センター支援事業� 3,827万9千円

　地域おこし協力隊� 1,908万2千円

　地域維持活性化交付金� 1,100万円

　コミュニティ助成事業� 500万円

　公共交通バス補助金� 3,724万2千円

◆ 高齢者福祉施策の充実
　あったかふれあいセンター事業� 4,290万円

　生きがい活動支援通所事業� 364万円

　老人保護措置事業� 4,039万2千円

　敬老会事業補助金� 330万円

　自動消火装置／緊急通報装置助成� 168万2千円

6つの重点項目

特
 
別
 
会
 
計
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歳　出
（目的別）

歳　出（性質別）

修
学
旅
行
を
振
り
返
っ
て

平成28年度当初予算

平成28年度一般会計当初予算の内訳

歳　　入 歳　　出

特定財源・一般財源の別

一般財源
41.4%
50億261万5千円

特定財源
58.6%
70億9,238万5千円

依存財源・自主財源の別

依存財源
82.8%
100億
1,133万9千円

自主財源
17.2%
20億8,366万1千円

衛生費　5.1%
6億1,252万2千円

農林水産業費
5.6%
6億8,058万4千円

農林水産業費
5.6%
6億8,058万4千円

土木費　11.1%
13億3,843万円

消防費　7.0%
8億5,063万7千円
消防費　7.0%
8億5,063万7千円

教育費　5.2%
6億2.525万2千円

公債費　10.7%
12億8,815万9千円

総務費　30.6%
37億132万9千円

その他　3.2%
3億8,301万5千円

○お問い合わせ　本庁　総務課　財務係　蕁43－2112（直通）

民生費　21.6%
26億1,507万2千円
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町債　30.7%
37億1,280万円

地方交付税
32.2%　39億円

国庫支出金　8.6%
10億4,071万7千円

県支出金　8.7%
10億5,292万2千円

町税　6.6%　7億9,771万5千円

町債　30.7%
37億1,280万円

繰入金　4.9%
5億9,128万円

地方交付税
32.2%　39億円

国庫支出金　8.6%
10億4,071万7千円

県支出金　8.7%
10億5,292万2千円

町税　6.6%　7億9,771万5千円

その他　2.5%
3億226万1千円

分担金・負担金
0.2%
2,892万4千円

使用料・手数料
3.0%
3億6,348万1千円

譲与税・交付金
2.5%
3億490万円

［百万円］ ［百万円］
その他　2.8%
3億4,220万4千円

災害復旧事業費
0.5%
6,479万3千円

扶助費　5.0%
6億395万7千円

物件費　12.9%
15億6,267万6千円
物件費　12.9%
15億6,267万6千円

人件費　12.2%
14億7,550万2千円

普通建設事業費　35.8%
43億3,363万9千円

補助費等　11.5%
13億9,318万8千円

繰出金　8.5%
10億3,088万4千円

公債費　10.7%
12億8,815万9千円

人件費　12.2%
14億7,550万2千円

普通建設事業費　35.8%
43億3,363万9千円

補助費等　11.5%
13億9,318万8千円

繰出金　8.5%
10億3,088万4千円

公債費　10.7%
12億8,815万9千円


